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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第７部門第２区分
【発行日】平成24年2月16日(2012.2.16)

【公表番号】特表2011-528857(P2011-528857A)
【公表日】平成23年11月24日(2011.11.24)
【年通号数】公開・登録公報2011-047
【出願番号】特願2011-519055(P2011-519055)
【国際特許分類】
   Ｈ０１Ｌ  21/027    (2006.01)
   Ｇ０３Ｆ   7/20     (2006.01)
   Ｈ０１Ｌ  41/083    (2006.01)
   Ｈ０１Ｌ  41/09     (2006.01)
   Ｇ０２Ｂ   7/04     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｈ０１Ｌ  21/30    ５１５Ｄ
   Ｇ０３Ｆ   7/20    ５２１　
   Ｈ０１Ｌ  41/08    　　　Ｓ
   Ｈ０１Ｌ  41/08    　　　Ｕ
   Ｇ０２Ｂ   7/04    　　　Ｅ

【誤訳訂正書】
【提出日】平成23年12月21日(2011.12.21)
【誤訳訂正１】
【訂正対象書類名】特許請求の範囲
【訂正対象項目名】全文
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　有効方向、
　ハウジング（２）、および
　前記有効方向に、前記ハウジング（２）に対して移動可能な可動部（３）を有するアク
チュエータ（１）であって、該アクチュエータ（１）は、
　少なくとも一時的に前記可動部（３）に連結される前進ユニットを有し、該前進ユニッ
トは、少なくとも１つの変形ユニットであって、該変形ユニットの中心を含み、前記有効
方向に沿う軸に対して対称に変形可能な変形ユニット（６，６０１，６１０，６２０，６
３０，６４０，６５０，６６０，６７０，６８０）、および、該変形ユニット（６，６０
１，６１０，６２０，６３０，６４０，６５０，６６０，６７０，６８０）を変形する少
なくとも１つのデフォーマ（５，５０１，５０２，５０３，５０４，５０５，５０６）を
有し、該少なくとも１つのデフォーマ（５，５０１，５０２，５０３，５０４，５０５，
５０６）は、前記アクチュエータ（１）の前記有効方向に垂直なベクトル成分を用いて前
記変形ユニット（６，６０１，６１０，６２０，６３０，６４０，６５０，６６０，６７
０，６８０）を変形するのに適しており、該変形の結果、前記変形ユニット（６，６０１
，６１０，６２０，６３０，６４０，６５０，６６０，６７０，６８０）の全長が前記有
効方向において変化し、
　前記変形ユニットの伸張動作によって、前記変形ユニットが完全に伸張するようにした
ことを特徴とする、アクチュエータ。
【請求項２】
　請求項１に記載のアクチュエータ（１）であって、
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　前記ハウジング（２）は、前記変形ユニットを介して相互に連結可能な、少なくとも２
つのハウジング部（２１，２２）で構成されたことを特徴とする、アクチュエータ。
【請求項３】
　請求項２に記載のアクチュエータ（１）であって、
　前記少なくとも２つのハウジング部（２１，２２）は、それぞれ、少なくとも１つの固
定ユニット（４１，４２）を有し、前記可動部は前記固定ユニット（４１，４２）を用い
て前記ハウジング部（２１，２２）のそれぞれに固定可能としたことを特徴とする、アク
チュエータ。
【請求項４】
　請求項３に記載のアクチュエータ（１）であって、
　前記変形ユニット（６）は、少なくとも１枚の板バネ（６０１）を有することを特徴と
する、アクチュエータ。
【請求項５】
　請求項３に記載のアクチュエータ（１）であって、
　前記変形ユニット（６）を、２枚の対向する板バネ（６０１）で構成した１対のバネと
して設計したこと、および
　前記１対のバネ上に少なくとも２つのデフォーマ（５）を配置し、該デフォーマにより
前記板バネ（６０１）を外側から互いに向けて曲げるようにしたこと、
を特徴とするアクチュエータ。
【請求項６】
　請求項１に記載のアクチュエータ（１）であって、
前記可動部（３）は、該可動部（３）の一部として設計される変形ユニット（６）を介し
て連結した第１の部分可動部および第２の部分可動部（３１，３２）を有することを特徴
とする、アクチュエータ。
【請求項７】
　請求項６に記載のアクチュエータ（１）であって、
　前記部分可動部（３１，３２）のうちの１つを前記ハウジング（２１，２２）に対して
それぞれ固定可能な少なくとも２つの固定ユニット（４１，４２）を設けたことを特徴と
する、
アクチュエータ。
【請求項８】
　請求項１～７のいずれか一項に記載のアクチュエータ（１）であって、
　前記アクチュエータ（１）は、前記可動部（３）が前記アクチュエータ（１）の前記有
効方向での移動を抑制する減衰素子（７）を有することを特徴とする、アクチュエータ。
【請求項９】
　請求項１～８のいずれか一項に記載のアクチュエータ（１）であって、
　前記変形ユニット（６）は少なくとも１つの加圧可能な管（６０１）を有することを特
徴とする、アクチュエータ。
【請求項１０】
　請求項１～９のいずれか一項に記載のアクチュエータ（１）であって、
　前記変形ユニット（６）は、少なくとも１つの温度制御可能なバイメタル（６２０）を
有することを特徴とする、アクチュエータ。
【請求項１１】
　請求項１～９のいずれか一項に記載のアクチュエータ（１）であって、
　前記変形ユニット（６）は、少なくとも１つの磁気柔軟バネ（６３０）を有することを
特徴とする、アクチュエータ。
【請求項１２】
　請求項１～９のいずれか一項に記載のアクチュエータ（１）であって、
　前記変形ユニット（６）は、少なくとも１つの線バネ（６５０）を有することを特徴と
する、アクチュエータ。
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【請求項１３】
　請求項１～９のいずれか一項に記載のアクチュエータ（１）であって、
　前記変形ユニット（６）は、断面および／または長さの異なる種々の螺旋バネ（６７０
）の組み合わせを有することを特徴とする、アクチュエータ。
【請求項１４】
　請求項１～１３のいずれか一項に記載のアクチュエータ（１）であって、
　前記変形ユニット（６）は、該アクチュエータ（１）の有効方向に、弾性特性の異なる
少なくとも２つの部分（６８０，６８１）を有することを特徴とする、アクチュエータ。
【請求項１５】
　請求項１～１４のいずれか一項に記載のアクチュエータ（１）であって、
　前記デフォーマ（５）は、圧電素子、特に、圧電積層体（８１０）を有することを特徴
とする、アクチュエータ。
【請求項１６】
　請求項１～１５のいずれか一項に記載のアクチュエータ（１）であって、
　前記デフォーマ（５）は、電磁コイル（５０２）を有することを特徴とする、アクチュ
エータ。
【請求項１７】
　請求項１～１６のいずれか一項に記載のアクチュエータ（１）であって、
　前記デフォーマ（５）は、液圧シリンダまたは空気圧シリンダ（５０３）を有すること
を特徴とする、アクチュエータ。
【請求項１８】
　請求項１～１７のいずれか一項に記載のアクチュエータ（１）であって、
　前記デフォーマは、空気圧ベローズ（５０４）を有することを特徴とする、アクチュエ
ータ。
【請求項１９】
　請求項１～１８のいずれか一項に記載のアクチュエータ（１）であって、
　前記デフォーマ（５）は、コンデンサ極板（５０６）を有するコンデンサとして設計さ
れ、コンデンサ極板の電界により、コンデンサ極板（５０６）の間に配置された曲げ素子
（６４０）を変形させることを特徴とする、アクチュエータ。
【請求項２０】
　半導体リソグラフィ用の投影露光システム（３１０）であって、
　前記投影露光システム（３１０）の光学素子（１００）を、該投影露光システム（３１
０）の光軸方向または該投影露光システム（３１０）の一部の光軸方向へ移動するために
、請求項１～１９に記載のアクチュエータ（１）を有することを特徴とする、投影露光シ
ステム。
【請求項２１】
　請求項２０に記載の投影露光システム（３１０）であって、
　前記光学素子（１００）を、前記アクチュエータ（１）を介して、該投影露光システム
（３１０）のさらなる構成要素に排他的に連結したことを特徴とする、投影露光システム
。
【請求項２２】
　有効方向、ハウジング（２）、および前記ハウジング（２）に対し、前記有効方向に移
動可能な変形ユニット（６）であって、該変形ユニット（６）の中心を含み、前記有効方
向に沿う軸に対して対称に変形可能な変形ユニット（６）、を持つ可動部（３）を有する
アクチュエータ（１）の動作方法であって、
　前記可動部の移動方向から見て前記変形ユニット（６）の上流側に位置する第１の固定
ユニット（４１）により、前記可動部（３）を固定するステップ、
　前記可動部（３）の移動方向から見て前記変形ユニットの下流側に位置する、前記可動
部（３）の第２の固定ユニット（４２）を解除するステップ、
　デフォーマにより前記変形ユニット（６）を変形するステップ、
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　前記第２の固定ユニット（４２）により前記可動部を固定するステップ、
　前記第１の固定ユニット（４１）を解除するステップ、
　前記変形ユニット（６）の伸張動作によって、前記変形ユニット（６）を完全に伸張さ
せるステップ、および
　前記変形ユニット（６）から前記デフォーマ（５）を取り外すステップ、
により前記可動部を移動することを特徴とする方法。
【誤訳訂正２】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００２２
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【００２２】
　或いは、変形ユニットは、少なくとも１つの温度制御可能なバイメタル、磁気柔軟バネ
、線バネ、または断面および／または長さの異なる種々の螺旋バネの組み合わせを有する
ことができる。
【誤訳訂正３】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００４６
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【００４６】
　図１１に、変形ユニット６を１対のバイメタルストリップにより実施した場合の熱駆動
の可能性を示す。この場合、熱を供給または除去することにより、図１１ｂおよび図１１
ｃに示すように、バイメタルストリップ６２０が撓む。図１１ａに、中立的な状態におけ
る配置を示す。同様にして、図１２に示すように、変形ユニットを、磁気柔軟バネ６３０
を有する２つの磁気コイル５０５の組み合わせとして構成することもできる。
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